
～ 給与勧告の仕組みと本年の勧告のポイント ～ 
 

宮崎県人事委員会 
 

（平成２９年１０月１２日） 

 【 内 容 】 
 
 １ 給与勧告の対象職員                                   
 ２ 給与勧告の仕組みと手順 
 ３ 公民給与の比較方法（ラスパイレス比較）     
 ４ 公民較差の状況 
 ５ 本年の給与勧告等のポイントについて 
 ６ 最近の給与勧告の状況（行政職） 



１ 給与勧告の対象職員 

  

 

 

職員数（人） 平均年齢（歳） 

平成29年 平成28年 増 減 平成29年 平成28年 増 減 

県 

関 

係 

職 

員 

行  政  職 3,979 3,972  7 42.7 42.8   △0.1 

公  安  職 2,003 1,989 14  38.3 38.6 △0.3 

教 育 職 2,547 2,549 △2  44.1 44.0 0.1 

研  究  職 204 207 △3  41.6 42.1 △0.5 

医療職（一） 32 36 △4 38.9 37.2 1.7 

医療職（二） 227 220  7  41.0 41.5 △0.5 

医療職（三） 133 128 5 40.0 39.8  0.2  

市町村
立学校
職員 

教 育 職 5,567 5,614 △47  46.4 46.5  △ 0.1  

学校栄養職 4 4  0 40.5 38.0  2.5 

事 務 職 279 282 △3  42.4 43.1 △0.7 

計 14,975 15,059 △84  43.7 43.8 △0.１ 
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※ 職員数は、勧告対象職員のうち休職者、育児休業の承認を受けた職員、再任用職員等を除く人数です。 

給料表 

 項 目 

  人事委員会の勧告の対象となるのは、職員の給与に関する条例、市町村立学校職員の給与等に関する条例及び一般職の任 
期付職員の採用等に関する条例の適用を受ける職員です。その給料表ごとの内訳は、以下のとおりです。  

※ 各年とも、４月１日現在の状況です。 



 
○人事院と全国の人事委員会が共同で実施 
 
○対象：企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の事業所 
 
○期間：5月1日～6月16日 

 宮崎県人事委員会では、地方公務員法の規定（均衡の原則）に基づき、民間事業所の従業員の給与を実地に調査し県職員の給与と 

精密に比較するとともに、国や他の地方公共団体の職員の給与等を総合的に勘案した上で、給与勧告を行っています。 

２ 給与勧告の仕組みと手順 

職種別民間給与実態調査 

○単純労務職員、企業職員等を除く全職員の本年4月分の 
 
  給与等について調査 

県職員給与等実態調査 

公民較差の算出 

○ラスパイレス方式（役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士の給与を比較）により、 

 民間企業従業員と県職員（行政職）の４月分給与を精密に比較 

○民間企業従業員と県職員の特別給の年間支給月数を比較 

民間給与、人事院の勧告や他都道府県等の状況を総合的に勘案し、給料表・手当の改定等の内容検討・決定 

人事委員会勧告 

県議会 知事 

（条例改正案の審議・議決） （勧告の取扱い決定） 

条例改正案提出 

【平成29年職種別民間給与実態調査について】 

 ○本県では、母集団379事業所から無作為に抽出された137事業所において実地調査を実施 

 ○本年４月分の給与及び賞与（前年８月～本年７月）の支給状況等を調査 
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３ 公民給与の比較方法（ラスパイレス比較） 

 県と民間企業では、組織の規模や構成、従業員の年齢構成等が異なることから、県職員と民間企業従業員の給与を精確に比較 

するため、役職段階、学歴及び年齢の条件を等しくする者同士で比較（ラスパイレス比較）を行っています。 

 この方法により、公務員に民間の給与額を支給したとすれば、その給与は現在と比べてどの程度差があるかを算出することができ 

ます。 
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役職段階 
学 歴 

（年齢階層） 

民間給与総額 県職員給与総額 

26･27歳 
24･25歳 

大学卒 

短大卒 

高校卒 

中学卒 

本年の較差（ａ－ｂ） ５３８円（０．１５％） 

22・23歳 

20・21歳 

18・19歳 

16・17歳 

民間給与×県職員数 

民間給与×県職員数 

民間給与×県職員数 

民間給与×県職員数 

民間給与総額 
÷県職員総数 

＝３６２，２６０円（ａ） 

県職員給与×県職員数 

県職員給与×県職員数 

県職員給与×県職員数 

県職員給与×県職員数 

県職員給与総額 
÷県職員総数 

＝３６１，７２２円（ｂ） 

県職員（行政職） 

※ 民間、県職員ともに、本年の新規 
 学卒の採用者は含まれていません。 

年 齢 

    １ 級 

   （主 事）     

２ 級 
 （主 事） 

３ 級 
    （主任主事・副主幹）      

４ 級 
   （副主幹・課長補佐）     

    ７ 級 
  （課長･次長）      

    ８ 級 
  （次長･部長）         

    ９ 級 
   （部 長）  

    ５ 級 
  （課長補佐） 

    ６ 級 
   （課 長） 

 

 その他の役職段階に
ついても、「１級 （係員）」

と同様に、学歴別、年齢
別に民間給与及び県職
員給与を算定 

※

カ
ッ
コ
内

の
役

職

名

は
本

庁

の
例 



４ 公民較差の状況 

４ 

本年の公民較差の状況について、ラスパイレス比較に基づき比較したところ、５３８円の較差 

（民＞県）がありました。 

民間の支給月数（４．３８月）は県職員の支給月数（４．３０月）を上回っていました。 

月例給 

特別給（ボーナス） 

民 間 給 与 

 
３６２，２６０円 

 

比 較 
 

県職員給与 
 

３６１，７２２円 
 

較差 ５３８円 



５ 本年の給与勧告等のポイントについて 

５ 

○ 人事院勧告に準じ、引上げ 

  ※行政職給料表について初任給を1,000円引上げ。若年層についても同程度の改定。その他は400円の引上げを基本に改定 

  ※他の給料表は、行政職給料表との均衡を基本に改定 

給料表 

○ 初任給調整手当 … 医師及び歯科医師の初任給調整手当について、人事院勧告に準じて引上げ 

諸手当 

○ 支給月数を0.10月分引上げ（現行4.30月→4.40月） 

○ 勤務実績に応じた給与の推進のため、勤勉手当に配分 

特別給（ボーナス） 

本年の給与改定 

    ※実施時期は、平成２９年４月１日。ただし、平成２９年１２月期の特別給の支給月数の改定は平成２９年１２月１日から、平成３０   
    年度以降の特別給の支給月数の改定は平成３０年４月１日から実施。 

その他の課題 

○ 教員の給与について 

   メリハリのある給与体系の確立に向けた国の動きを注視しながら、他の地方公共団体の動向を踏まえ、引き続き検討していく必  

   要がある。 

○ 獣医師の給与について 

   獣医師の安定的な確保に向けた給与の在り方について引き続き検討していく必要がある。 



６ 最近の給与勧告の状況（行政職） 
本県の平成１４年から本年までの給与勧告の状況は下表のとおりです。 

  月例給 特別給（ボーナス） 平均年間給与 

      改定額 改定率 年間支給月数 対前年比増減 増減額 

平成１４年 △８，２５０円 △２．０５％ ４．６５月 △０．０５月 △１５．７万円 

平成１５年 △４，６４１円 △１．１７％ ４．４０月 △０．２５月 △１７．４万円 

平成１６年 － － ４．４０月 － － 

平成１７年 △１，４１１円 △０．３６％ ４．４５月 ０．０５月 △０．３万円 

平成１８年 － － ４．４２５月 ０．０２５月 △１．０万円 

平成１９年 ７７７円 ０．２０％ ４．４５月 － １．２万円 

平成２０年 － － ４．４５月 － － 

平成２１年 △９５４円 △０．２５％ ４．１５月 △０．３０月 △１３．０万円 

平成２２年 △６５２円 △０．１７％ ３．９５月 △０．２０月 △８．５万円 

平成２３年 △１，０７１円 △０．２９％ ３．９５月 －  △１．７万円 

平成２４年 － － ３．９５月 － － 

平成２５年 － － ３．９５月 － － 

平成２６年 ８７６円 ０．２４％ ４．１０月 ０．１５月 ６．７万円 

平成２７年 ３，６９５円 １．０２％ ４．２０月 ０．１０月 ９．５万円 

平成２８年 ４３６円 ０．１２％ ４．３０月 ０．１０月 ４．２万円 

平成２９年 ４２２円 ０．１２％ ４．４０月 ０．１０月 ４．１万円 

６ 

※１ 月例給の改定額（率）及び平均年間給与の増減額は、それぞれ各年４月１日時点における勧告実施後の増減を    
    示したものである。 
※２ 平成29年の数値は、勧告どおりに改定された場合 


